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日本GDP成長率(2021年7－9月期) 再びマイナス
サービス消費や経済対策により10－12月期は再びプラスへ

（審査確認番号 2021 - TＢ263）

7－9月期GDP成長率は再びマイナス成長
内閣府が15日に発表した、2021年7－9月期の実
質GDP（国内総生産）成長率（季節調整済み、1
次速報値）は、前期比年率3.0％減となりました。
事前予想の同0.7％減を大幅に下回り、2四半期ぶ
りのマイナス成長となりました（図表１）。
7－9月期は、緊急事態宣言等の発令による経済活
動の制限が続いた影響などから民間消費（個人消
費）が大きく落ち込みました。また、半導体不足
などにより自動車生産量が減少したことなどから、
民間設備投資が大きく減少したことも、GDP成長
率が再びマイナスに落ち込む要因の一つとなった
ものと思われます。
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出所）図表1、2は内閣府のデータをもとに
ニッセイアセットマネジメントが作成

図表１：実質GDP成長率の推移

GDP（国内総生産）とは？
Gross Domestic Productの略で、国内において一定期間内に新たに生産されたモノやサービスな
どの合計金額。その国の経済力の目安に用いられる。
前年同期や前期と比べ、どのくらい増加（減少）したのかを見ることで、国内の経済成長を推定す
ることが可能となる。GDPの増減率を％で表したものを『GDP成長率』と呼ぶ。

図表２：実質GDP（金額）の推移

10－12月期のGDP成長率は再びプラスへ
項目別寄与度では、緊急事態宣言等を受けて民間
消費が大きなマイナス寄与となりました。一方で、
外需(輸出－輸入)は、供給制約等を受けて自動車
等を中心に輸出が減少したものの、半導体等の輸
入の減少がそれを上回り、外需はプラス寄与とな
りました(図表1)。
実質GDP(金額)は年率換算で534.7兆円と、新型
コロナウイルス感染拡大前の2019年10－12月期
の547.0兆円に届いていません(図表2)。内閣府が
7月に公表した予測では、2021年度の実質GDP成
長率が前年度比3.7％増となり、2021年中に実質
GDP(金額)がコロナ前の水準を回復するとしてい
ますが、7－9月期のGDP成長率の結果を受けて、
どちらも達成がやや遠のいたものとみられます。
10月に入り緊急事態宣言等が全面的に解除され、
足元では飲食店で酒類の提供や時短営業の撤廃等、
通常営業が再開されていることから、サービス消
費の増加が期待できそうです。さらに、今回の結
果を受けて、山際経済再生担当相が「政策による
下支えが必要」と発言しており、政府の経済対策
も期待されることから、10－12月期のGDP成長
率はプラスになる可能性が高いものと思われます。

※実質GDP成長率（前期比年率）と項目別寄与度の推移

※実質GDP（季節調整済み、年率換算）の推移
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